
２７事業 １４億４，７１９万円

子育て支援 7事業 ３億５，２８３万円

私立幼稚園子育て支援事業費（総務部　行政私学課） １億１，２８０万円

私立幼稚園教材費補助金（総務部　行政私学課） １，７６４万円

認可外保育施設入所児童支援事業費（保健福祉部　児童福祉課） ６７７万円

放課後児童健全育成事業費（保健福祉部　児童福祉課） ９，７４５万円

乳幼児医療給付費（給付対象年齢引き上げ分）（保健福祉部　健康増進課） ７，３１７万円

豊かな人間性育成事業費（教育委員会　高校教育課） ３，５００万円

子育て支援スポーツ・レクリエーション推進事業費（教育委員会　保健スポーツ課） １，０００万円

雇用対策 4事業 ５，９７９万円

スタートアップ支援オフィス整備事業費（経済労働部　企業振興課） ２，５８３万円

産学官連携推進事業費（経済労働部　中小企業課） ２，１４８万円

在宅勤務制度導入モデル事業費（経済労働部　労政雇用課） ４３６万円

農業法人雇用促進事業費（農林水産部　農業経営課） ８１２万円

市町村合併の推進 3事業 ５億７，４９６万円

市町村合併推進費（総務部　市町村課） ７，４９６万円

誇れるふるさとづくり総合支援事業費（合併推進枠）（企画情報部　ふるさと整備課） １億円

市町村合併支援道路整備事業費（土木部　道路建設課） ４億円

森林そ生 4事業 ２億８，０６７万円

水源の森林づくり推進モデル事業費（重信川流域）（農林水産部　森林整備課） ２億５，８６０万円

共生の森林づくり推進費（農林水産部　森林整備課） ６７７万円

新たな森林管理推進事業費（農林水産部　森林整備課） １，０６３万円

えひめ漁民の森づくり活動推進事業費（農林水産部　漁政課） ４６７万円

環境対策 8事業 １億２，３９０万円

バイオマスの生産・資源化に関する研究開発費（県民環境部　環境政策課） ２，４０５万円

微生物活用水質浄化施設整備事業費（県民環境部　環境政策課） ２，７３９万円

環境情報発信事業費（県民環境部　環境政策課） １，１９２万円

地球温暖化対策普及推進事業費（県民環境部　環境政策課） ６７３万円

小型焼却炉ダイオキシン類簡易削減試験実用化事業費（県民環境部　廃棄物対策課）１，９７８万円

「２１世紀枠」対応事業一覧
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買い物袋持参運動促進事業費（県民環境部　廃棄物対策課） ２８５万円

自然と人との共生を目指す技術事例集作成事業費（県民環境部　自然保護課） １５３万円

環境浄化微生物普及事業費（経済労働部　中小企業課） ２，９６５万円

特定重要新政策 6事業 １億４，３１４万円（内他テーマとの重複分　5事業　８，８０９万円）

認可外保育施設入所児童支援事業費（保健福祉部　児童福祉課）【再掲】 （６７７万円）

南予地域観光振興イベント推進事業費（経済労働部　観光課） ５，５０５万円

スタートアップ支援オフィス整備事業費（経済労働部　企業振興課）【再掲】 （２，５８３万円）

産学官連携推進事業費（経済労働部　中小企業課）【再掲】 （２，１４８万円）

在宅勤務制度導入モデル事業費（経済労働部　労政雇用課）【再掲】 （４３６万円）

環境浄化微生物普及事業費（経済労働部　中小企業課）【再掲】 （２，９６５万円）
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４１事業　２５億４，２５８万円

【21世紀枠対象事業】
◎ 在宅勤務制度導入モデル事業費（経済労働部　労政雇用課） ４３６万円

【21世紀枠対象事業】
◎ 農業法人雇用促進事業費（農林水産部　農業経営課） ８１２万円

新緊急地域雇用創出基金活用事業 ２３億４，８６１万円

33事業　 新規雇用者見込 ２，１６２人

◎ 社会人活用私立学校活性化事業（総務部　行政私学課） ７，４５２万円

私立学校に多様な経歴を持つ社会人を教育補助員として配置

◎ 子育て支援補助員巡回事業（総務部　行政私学課） ７３７万円

子育て支援補助員を雇用し、私立幼稚園を巡回し子育ての支援を補助

◎ 長期休業日の預かり保育推進事業（総務部　行政私学課） ２，５６２万円

私立幼稚園の長期休業期間に保育補助員を配置し預かり保育を実施

◎ 糸山地区景観美化促進事業（企画情報部　ふるさと整備課） ６０９万円

糸山地区の景観向上を図るため、草花の植栽を実施

◎ ＵＪＩターン情報調査・提供事業（企画情報部　ふるさと整備課） ２，０３１万円

ＵＪＩターン希望者に対し生活環境等の情報を提供

愛媛文化遺産総合調査事業（県民環境部　県民交流課） １，３３７万円

広域文化交流計画の策定のための愛媛文化遺産の総合調査

◎ ＮＰＯパワーアップ支援事業（県民環境部　県民交流課） １，１４２万円

組織運営の適正化、活動の活性化を図るため、ＮＰＯに活動の助言指導を行う人材を派
遣

◎ ＮＰＯ支援センター事業（県民環境部　県民交流課） ２，３５５万円

ＮＰＯ法人やボランティア団体の交流事業とＮＰＯ相談窓口の設置

◎ 地域通貨システム普及事業（県民環境部　県民交流課） １７８万円

地域通貨システム普及啓発のための実証調査

ＮＰＯマネジメントセミナー開催事業（県民環境部　県民交流課） １８１万円

雇用対策の主な事業（再掲分も含む。）

農業法人の新たな雇用を創出し、失業者の円滑な就労と農業経営の発展を促進することによ
り、農業・農村の活性化を図る。

在宅勤務実施に向けてのノウハウや有効性を検証し、広く公表することによって、在宅勤務制
度の普及を図る。
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ＮＰＯの経営やマネージメントに関する講座の開催

◎ 小規模雑居ビル等指導事業（県民環境部　消防防災安全課） ２，０５２万円

違反是正指導員により消防本部における消防法違反是正を支援

◎ 男女共同参画推進条例施行費（県民環境部　参画推進課） ４９４万円

自動車騒音常時監視調査評価事業（県民環境部　環境対策課） ９８７万円

◎ 環境情報発信事業（県民環境部　環境対策課） ５２５万円

環境保全に関する県の計画等をホームページに掲載

不法投棄等巡回監視事業（県民環境部　廃棄物対策課） ２，４４９万円

廃棄物の不法投棄の未然防止、早期発見を推進するため、夜間、早朝等の監視を実施

◎ ホームヘルパー台帳整備事業（保健福祉部　高齢者福祉課） １９１万円

ホームヘルパー台帳のデータベース化

◎ 地域産業国際化対応に関する実態調査（経済労働部　商工流通課） ６８４万円

市町村における産業国際化対応の実態調査

◎ 中小企業ＩＴ化推進対策事業（経済労働部　企業振興課） ９，２０９万円

インターネットの利活用の拡大を図るため、ＩＴ精通者が中小企業への訪問活動を実施

◎ 県産品普及販路拡大サポート事業（経済労働部　観光課） １，５７４万円

県産品の普及、愛用推進を図るための販路拡大活動を実施

◎ 技能士台帳整備事業（経済労働部　労政雇用課） ４７６万円

優秀な技能を持つ技能士の現状を調査しデータベース化

◎ 職業訓練生就職支援推進事業（経済労働部　労政雇用課） １，１６５万円

就職支援推進員による高等技術専門校の訓練生の就職支援

○ 南予地域求職活動支援事業（経済労働部　労政雇用課） ８６４万円

○ 緊急求人開拓推進支援事業（経済労働部　労政雇用課） ５，３７９万円

求人開拓推進協力員を設置し、求人情報等を収集することにより失業者の再就職を支援

◎ 農業ヘルパーセンター整備支援事業（農林水産部　農業経営課） ３３５万円

農業ヘルパーセンターにおける雇用促進活動の指導・相談

男女共同参画についての事業所の意識向上を図るため、事業所における男女共同参画
の状況を調査

県内の騒音環境基準類型指定地域内の自動車騒音に係る環境基準の達成状況の調査
及び評価

南予地域において、中高年齢者を対象にした合同就職面接会を実施するなど就職支援
事業を推進
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○ えひめ森林公園環境整備事業（農林水産部　森林整備課） ９０９万円

えひめ森林公園内の松くい虫被害木の除去

○ 林業労働者雇用促進対策事業（農林水産部　森林整備課） ３，０００万円

県有林におけるＯＪＴ方式を活用した森林整備

○ 重要水源地域保安林整備事業（農林水産部　森林整備課） ４，５１８万円

ダム上流等の重要な水源地域の保安林等における自然被害木等の集積、搬出・除去

模範林造成事業（農林水産部　森林整備課） ３５６万円

◎ 森林環境保全整備事業（農林水産部　森林整備課） ２億３２０万円

県が指定管理している保健保安林等の共生林における景観整備等

総合運動公園トレーニング指導者派遣事業（土木部　都市整備課） ７１７万円

○ 地域人材活用教育等推進事業（教育委員会　教育総務課） ５億６，１２７万円

学校教育、社会教育及びスポーツ等の分野における臨時応急の雇用・就業機会の創出

◎ 道路標識・標示管理システム整備事業（警察本部） ７，９４６万円

道路標識・標示をデータベース化し、システム管理を行うため、標識標示調査を実施

○ 市町村新緊急地域雇用対策事業（経済労働部　労政雇用課） ９億６，０００万円

市町村が地域の実情に応じ、創意工夫して実施する雇用対策に対する助成
（県補助率10/10）

大卒等就職支援ガイダンス事業費（経済労働部　労政雇用課） ７４２万円

学生と県内企業とが一堂に会し面談する「大卒者等合同就職面接会」を年2回開催し、新規学
卒者等の就職支援を図る。

離転職者等緊急職業能力開発事業費（経済労働部　労政雇用課） ８，５３４万円

ＩＴ関連能力等の習得に係る職業訓練を充実するとともに、高度な専門知識を有する人材育
成や訓練ニーズに応えた職業訓練を行うことにより、離転職者の再就職を支援する。

高年齢者及び離転職者職業訓練対策事業（経済労働部　労政雇用課） ４，８７２万円

教育訓練施設への委託や訓練施設機器等を借り上げての迅速かつ効率的で幅広い職業訓
練を行い、離職者等の再就職の促進を図る。

職場適応訓練費（経済労働部　労政雇用課） ２，７８３万円

再就職が困難な中高年齢者等に対して、事業所の作業環境に適応させるための事業所内訓
練を行う。

「県民ふれあいの森」として位置付けされている森林において子供たちの体験活動や県
民の健康づくりなどの利活用に資する共生林の整備

県総合運動公園陸上競技場内にあるトレーニング器具の使用方法等を助言する指導者
の派遣
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緊急地域雇用支援奨励金事業費（経済労働部　労政雇用課） １，０００万円

国基金を活用した緊急地域雇用対策事業による雇用期間が終了した60歳未満の離職者を常
用雇用者として再雇用した事業主に対し奨励金を交付する。

離職者支援資金貸付事業費（保健福祉部　保健福祉課） ２１８万円

雇用保険制度の枠外にいる自営業者及びパート労働者の失業や、雇用保険の求職者給付期
間が切れたことにより生計の維持が困難となった失業者の生活の安全を目的とする生活資金
の貸付制度（１３年度創設）
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２１事業　１６億３，５２８万円

【２１世紀枠対象事業】
◎ 認可外保育施設入所児童支援事業費（保健福祉部　児童福祉課） ６７７万円

【２１世紀枠対象事業】
○ 私立幼稚園子育て支援事業費（総務部　行政私学課） １億１，２８０万円

【２１世紀枠対象事業】
◎ 私立幼稚園教材費補助金（総務部　行政私学課） １，７６４万円

【２１世紀枠対象事業】
◎ 豊かな人間性育成事業費（教育委員会　高校教育課） ３，５００万円

【２１世紀枠対象事業】
◎ 子育て支援スポーツ・レクリエーション推進事業費（教育委員会　保健スポーツ課）

１，０００万円

【２１世紀枠対象事業】
乳幼児医療給付費（給付年齢対象引上げ分）（保健福祉部　健康増進課） ７，３１７万円

入院医療費の給付対象年齢を3歳未満から就学前に引き上げる。

延長保育促進事業費（保健福祉部　児童福祉課） ２億５，６３４万円

○ 乳児保育促進等事業費（保健福祉部　児童福祉課） ７，７８５万円

特別保育等事業費（保健福祉部　児童福祉課） １億６，６６２万円

子育て支援対策の主な事業（再掲分も含む。）

保育需要の多様化に対応していると認められる認可外保育施設に対し、児童の処遇向上の
ため、施設運営経費の一部を助成する。

私立幼稚園における預かり保育の実施や、地域の子育て支援センターとしての事業に対し補
助するとともに、子育て支援補助員巡回事業及び長期休業日における預かり保育推進事業を
委託し、子育て支援活動の推進を図る。

幼児教育の重要な一翼を担っている学校法人立以外の幼稚園（102条園）に対し、教育条件
の維持向上を図るため、教育に必要な経費（教材費）の一部を助成する。

豊かな心をもつたくましい高校生を育成するため、各県立高校において乳幼児や高齢者との
交流体験活動や生徒の自主性を重視した奉仕等の体験活動を実施する。

子育て期の母親等を対象としたスポーツ教室等を開催し、子育て支援も期待できる地域ス
ポーツクラブの形成を図る。

１１時間を超える開所に積極的に取り組む保育所の保育士配置を充実することにより、早朝、
夕刻の保育ニーズへの対応の促進を図る。

乳児の保育所への受入れ促進の効果的、重点的な実施を図るため、乳児保育のためのベテ
ラン保育士を安定的に確保するとともに、乳児受入れのための環境を整備する。

障害児保育、一時保育等の特別保育事業の円滑な実施及びへき地保育所における入所児
童に対する適切な処遇の確保を図る。
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障害児すこやか保育事業費（保健福祉部　児童福祉課） ４１５万円

○ ファミリー・サポート・センター運営費助成事業費（経済労働部　労政雇用課） ５４２万円

○ いきいき子育て推進事業費（保健福祉部　児童福祉課） ６７３万円

地域子育て支援センター事業費（保健福祉部　児童福祉課） ８，１２８万円

子育て支援電話相談事業費（保健福祉部　児童福祉課） ９０３万円

◎ 松山圏域小児救急医療支援事業費補助金（保健福祉部　保健福祉課） ４９８万円

小児救急の空白日を解消するため、輪番を組み対応する医療機関に助成する。

子育て支援ネットワーク充実事業費（教育委員会　生涯学習課） ４９３万円

○ 放課後児童健全育成事業費（保健福祉部　児童福祉課） ９，７４５万円

◎ 子ども放課後・週末活動等支援事業費（教育委員会　生涯学習課） １，６９３万円

◎ 地域住民による公民館・愛護班パワーアップ事業費（教育委員会　生涯学習課）９８８万円

◎ 放課後子どもスポーツ活動活性化事業費（教育委員会　保健スポーツ課） ４９８万円

児童手当制度実施事業費（保健福祉部　児童福祉課） ６億３，３３３万円

義務教育就学前の児童を養育している者に対する手当の県負担分

軽度障害児を受け入れている保育所に対し、保育士の加配を行うことにより、障害児に対する
適切な処遇の確保を図る。

地域における子育ての相互援助活動を行うとともに、特別保育事業等を実施する保育所等と
連携して子育てに関する情報提供、相談指導や子育てサークル活動への参加の勧奨等を行
う市町村に助成する。

育児・介護の援助を受けたい者と行いたい者からなる会員組織が相互援助活動を行うファミ
リー・サポート・センター事業について、設置・運営経費の一部を助成する。

地域で子どもを育てる環境を充実するため、地域の教育力の活性化に向けた推進体制を整
備するとともに、放課後や週末等における子どもの体験活動や高齢者とのふれあい交流など
実践活動を通じた地域の教育力の活性化に取組む。

地域の人材や環境などの資源を利用した体験活動や啓発活動を通した地域づくり、人づくり
を目指すとともに、家庭や地域の教育力の活性化を図る。

放課後、地域のスポーツ指導者がスポーツを子どもたちに指導することにより、スポーツに親し
む基礎を培うとともに、地域の子どもは地域で育てる環境の充実を図る。

地域の子育て家庭等の育児不安等に対応するため、指定保育所に子育て家庭への支援活
動の企画、調整、実施を担当する職員を配置し、地域の各保育所が連携して子育て支援事
業を総合的に実施する市町村に助成する。

児童相談所において子育てに関する電話相談、法律・医療等専門家による相談援助活動な
どを一体的に実施し、子育て支援体制の確立を図る。

地域における子育て支援ネットワークの構築や相談体制の充実、子育て支援の様々な交流活
動に取り組むとともに、父親の家庭教育への積極的な参加を支援する。

昼間保護者のいない放課後児童の健全育成のため、児童館や学校の余裕教室を利用した
児童クラブ事業を実施する。
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４０事業　２１億９，４０５万円

【２１世紀枠対象事業】
◎ 微生物活用水質浄化施設整備事業費（県民環境部　環境政策課） ２，７３９万円

【２１世紀枠対象事業】
○ 環境浄化微生物普及事業費（経済労働部　中小企業課） ２，９６５万円

【２１世紀枠対象事業】
◎ バイオマスの生産・資源化に関する研究開発費（県民環境部　環境政策課） ２，４０５万円

【２１世紀枠対象事業】
◎ 小型焼却炉ダイオキシン類簡易削減試験実用化事業費（県民環境部　廃棄物対策課）

１，９７８万円

【２１世紀枠対象事業】
◎ 自然と人との共生を目指す技術事例集作成事業費（県民環境部　自然保護課）１５３万円

【２１世紀枠対象事業】
◎ 環境情報発信事業費（県民環境部　環境政策課） １，１９２万円

【２１世紀枠対象事業】
◎ 地球温暖化対策普及推進事業費（県民環境部　環境政策課） ６７３万円

【２１世紀枠対象事業】
◎ 買い物袋持参運動促進事業費（県民環境部　廃棄物対策課） ２８５万円

◎ 地域調和型エコ・ハウス設置事業費（２月補正）（県民環境部　環境政策課）
１億５，０００万円

環境対策の主な事業（再掲分も含む。）

子どもをはじめとした県民の環境意識の高揚を図るため、地球温暖化対策や資源の循環利用
を取り入れた環境学習施設を設置する。

ポケットエコパーク補助制度の創設、動物園池の浄化、河川の水質浄化技術の事業化を推進
する。

排水汚泥削減等に有効な微生物について企業に技術移転を図るため、モニター企業の業種
等の拡大、浄化メカニズムの解析等を実施する。

バイオマスエネルギー（木くず、作物などを原料に水素ガスを発生させ、電気や熱エネルギー
に転換する）実用化に向けた革新的技術を産学官が連携して開発する。

「えひめ方式」の普及を図るため、魚島村が設置する実用炉に対し補助するとともに、愛媛大
学に委託してその調査を行う。

公共事業における自然配慮型工法や技術の統一を図るため、研究会を設置するとともに普及
啓発を推進する。

一般県民向けのわかりやすい「環境白書」、小・中学生向けの「こども環境白書」を作成すると
ともに、環境保全関係資料等を「えひめの環境」ホームページへ掲載する。

地球温暖化防止対策普及啓発のためのビデオやパンフレットを作成し、県民や事業者への普
及啓発に努める。

県民、事業者、行政の3者が連携してマイバック持参運動を推進するため、マイバックコンテス
トを行いその最優秀作品を活用し、県下全域に普及を図る。
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愛媛県エコタウン構想推進費（県民環境部　廃棄物対策課） １１５万円

◎ 新エネルギー導入促進事業費（経済労働部　企業振興課） ４８３万円

木質バイオマス高度利用推進事業費（農林水産部　林業振興課） １００万円

◎ 環境ホルモン等有害化学物質調査事業費（県民環境部　環境政策課） ７８８万円

○ ダイオキシン類分解技術研究事業費（県民環境部　環境政策課） １，９９６万円

ダイオキシン類監視指導分析事業費（県民環境部　環境政策課） ４，１６６万円

ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理推進事業費（県民環境部　廃棄物対策課） ２，４６３万円

廃棄物処理施設整備事業費（県民環境部　廃棄物対策課） ８，５８５万円

市町村が行うごみ処理施設の整備やダイオキシン対策のための施設整備に対して助成する。

廃棄物のリサイクルに関する実証試験事業費（県民環境部　廃棄物対策課）１，２５４万円

◎ 小規模事業場排水基準設定事業費（県民環境部　環境政策課） ４４４万円

○ 農業用廃プラスティック適正処理推進事業費（農林水産部　農産園芸課） ７１１万円

◎ 産業廃棄物等適正処理指導員設置事業費（県民環境部　廃棄物対策課） ７９９万円

環境ビジネスを育成し循環型社会の構築を図るため、国のエコタウン事業の承認を得るととも
に、施設整備に向けた取組みを行う。

13年度に策定した「地域新エネルギービジョン」に基づき、市町村や地域住民等への積極的
かつ効果的な普及啓発活動を行うことにより、新エネルギーの導入促進を図る。

各地域における木質資源の収集やエネルギーの効率的な活用方法、エネルギー利用施設の
整備主体や運営方法等の協議を行う。

県下の河川、海域の15地点において緊急調査を3か年で実施するとともに、県内の事業所か
らの有害化学物質の排出実態を把握し、事業者に対する化学物質適正管理を指導する。

工場跡地や焼却場周辺の土壌及び汚泥、農耕地土壌中におけるダイオキシン類の拡散防
止・分解技術の研究開発を行う。

環境基準達成状況の調査、発生源の監視指導などを行うとともに、衛生環境研究所におい
て、大気、水質、土壌の環境監視調査、市町村等からのダイオキシン類の委託分析等を実施

中小事業者のポリ塩化ビフェニル処理支援のため、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金」を
造成する環境事業団へ助成する。

発生量の増加が見込まれるスラグの新たな利用先として、脱臭剤、吸湿剤等としての需要が
見込まれるゼオライトへの利用についての検討を行う。

現在、排水基準が適用されていない小規模事業場（排水量　50・/ 未満）に関する排水基準
設定を検討するための基礎調査を実施する。

施設栽培農家の処理状況調査を行い、実態を把握するとともに、排出量の抑制、再生化に向
けた組織的な回収・処理システムの構築を図る。

本県の産業廃棄物の不適正処理の根絶を目指すため、警察官ＯＢを地方局に配置すること
により体制を強化する。
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不法投棄等巡回監視事業費（県民環境部　廃棄物対策課） ２，４４９万円

◎ 島しょ部水問題対策事業費（県民環境部　環境政策課） ２，８４０万円

合併処理浄化槽設置整備事業費（県民環境部　廃棄物対策課） ２億９，９０６万円

補助率 県1/3（個人設置）　1/7（市町村設置）

農業集落排水事業費（農林水産部　農地整備課） １１億４，９４８万円

補助率 国50/100　県15/100・10/100

◎ 全県域下水道化基本構想改定事業費（県民環境部　環境政策課） ７４５万円

重信川流域別下水道整備総合計画策定調査費（土木部　都市整備課） １，５９０万円

骨材対策推進事業費（土木部　土木管理課） １，８１３万円

瀬戸内側海岸調査費（土木部　港湾海岸課） １，２１４万円

○ 愛媛県レッドデータブック作成事業費（県民環境部　自然保護課） １，８８０万円

◎ イノシシ適正管理計画策定基礎調査事業費（県民環境部　自然保護課） ８００万円

環境保全資金融資制度運用費（県民環境部　環境政策課） ７，６４８万円

環境創造センター事業費（県民環境部　環境政策課） １，２９６万円

不法投棄等廃棄物の不適正処理の未然防止，早期発見を推進し、生活環境の保全に努める
ため、民間警備会社に委託して、夜間、早朝、土・日、祝祭日の監視を行う。

気候的地理条件により安定的な水資源に恵まれていない島しょ部における各市町村の水道
水質改善のための事業を支援する。

9年度に策定した「愛媛県全県域下水道化基本構想」について、各市町村における構想の達
成状況等を把握し、見直しを行う。

重信川流域の3市4町（松山市，伊予市，北条市、重信町、川内町、松前町、砥部町）の下水
道整備方針及び整備計画の上位計画であり、各市町に対する指針となる整備総合計画を策
定する。

海砂利に替わる有効な骨材資源を確保することを目的に骨材対策委員会を設置し，骨材全
般にわたる調査，研究を進める。

瀬戸内海における海砂利採取に伴う海底線の変化や海岸線への影響、港湾及び海岸堤防
等の整備による砂の移動等を経年調査し、瀬戸内海の海岸保全計画に役立てる。

貴重な野生動植物を絶滅から守り、自然生態系を保全するための基礎資料となる県版レッド
データブックを作成する。

イノシシの生息数を適正水準に保つため、適正管理計画を策定するにあたり必要な調査を実
施する。

中小企業者の公害防止施設や省資源・省エネルギー施設等の環境保全施設の整備、環境Ｉ
ＳＯ（14000シリーズ）の認証を取得する際の資金の融通を円滑にし、環境に配慮した事業活
動の推進を図る。

環境創造のため、微生物等自然の浄化能力を活用した自然環境研究などの先進的技術開発
や施策展開を総合的かつ計画的に企画、立案並びに実施する。
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「環境の世紀を拓く」フェア開催事業費（県民環境部　環境政策課） ５５０万円

フロン対策推進事業費（県民環境部　環境政策課） ３０７万円

「かしこい省エネ家族」育成啓発事業費（県民環境部　生活課） １５１万円

資源循環優良モデル認定事業費（県民環境部　廃棄物対策課） ２７５万円

○ 環境マネジメントシステム構築事業費（県民環境部　環境政策課） ８３３万円

愛媛県環境マイスター派遣事業費（県民環境部　環境政策課） １６０万円

エコライフサポートルーム運営事業費（県民環境部　環境政策課） ７０６万円

6月の環境月間にあわせて「フェア」を開催し、行政や企業の取組みを紹介するほか、子どもた
ちや一般県民を対象に「環境」と「資源循環型社会」の大切さを訴え、ライフスタイルの転換を
促す契機とする。

環境問題に関する講演会、学習会等において、自らの知識や経験を活用して講義、助言を行
うことができる者を「環境マイスター」として登録し、地域環境活動グループ等からの求めに応じ
て派遣する。

女性総合センターに設置した「エコライフサポートルーム」において、県民の環境学習、活動
への支援を拡充し、エコライフサポートルームが県民に定着するよう各種取り組みを行う。

フロン回収破壊法（14年4月本格施行）を円滑に実施するため、フロン回収技術の向上を図る
ための研修会やフロン回収事業場での適正回収の確認等を行う。

エネルギー消費の少ない、環境にやさしい生活への転換を促進するため、二酸化炭素の排
出状況を家庭で点検できる環境家計簿の作成や環境家計簿モニターを設置する。

廃棄物の再資源化等に積極的に取り組んでいる事業所や廃棄物の減量化、リサイクルに積
極的に取り組んでいる店舗等及び県内で製造加工されている優良なリサイクル製品につい
て、県が認定し広く県民に周知する。

環境管理に関する国際規格ＩＳＯ14001を本県においても認証取得し、環境に配慮した行政の
推進を図る。
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１８事業　４２億４，９１７万円

○ 水源の森林づくり推進モデル事業費（農林水産部　森林整備課） ９億７，４０７万円

【２１世紀枠対象事業】
重信川流域 ２億５，８６０万円

肱川流域 ７億１，５４７万円

【２１世紀枠対象事業】
○ 新たな森林管理推進事業費（農林水産部　森林整備課） １，０６３万円

(財）愛媛の森林基金が行う放置森林の機能回復を目的とした間伐等の森林整備を支援する。

【２１世紀枠対象事業】
◎ えひめ漁民の森づくり活動推進事業費（農林水産部　漁政課） ４６７万円

【２１世紀枠対象事業】
◎ 共生の森林づくり推進費（農林水産部　森林整備課） ６７７万円

◎ 森林環境保全整備事業費（農林水産部　森林整備課） ２億３２０万円

◎ 森林整備地域活動支援交付金事業費（農林水産部　森林整備課） ２億２，１１５万円

造林間伐促進費（農林水産部　森林整備課） ４億７，２６４万円

森林居住環境整備事業費（農林水産部　森林整備課） ７，１７２万円

地域水源整備治山事業費（農林水産部　森林整備課） ８億９，４１５万円

県民の健康づくりや森林とのふれあい活動を促進するため、保健保安林等の共生林において
森林環境の保全を目的とした景観整備・修繕を行う。

森林の多面的機能を発揮させるため、森林所有者等による森林整備が適時適切に行われる
よう、地域における活動を支援する。

森林の適正な管理を促進し、健全な林分の育成、多様な森林の造成等を展開する各種の森
林施業への助成を行う。

森林そ生対策の主な事業（再掲分も含む。）

県内の重要流域をモデル地域とし、公共事業と県単独事業を併せた積極的な水源林整備を
実施する。

豊かな漁場を維持するために漁業者が行う森づくり活動を支援し、漁業と自然が共生すること
のできる環境づくりを推進する。

県民に開かれた森林の整備と県民の意識改革の推進に取組み、共生の森林づくりを県民運
動に盛り上げていき、放置林化・荒廃化している共生林を県民の利活用により維持管理する
体制の浸透を図る。

都市等における居住地周辺の森林において、防災、景観、森林とのふれあい等に配慮して、
居住環境としての森林の整備を行う。

水源地域の森林に対し、水資源の確保と国土の保全を図るため、荒廃移行森林や周辺森林
をはじめ流域を単位とした森林を保全整備する。
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環境保全保安林整備事業費（農林水産部　森林整備課） ８億３，４７０万円

未利用間伐材有効活用促進事業費（農林水産部　林業振興課） ４，２００万円

○ 木造公共施設整備促進事業費（農林水産部　林業振興課） １億８，２２０万円

地域材利用学校関連施設整備事業費（農林水産部　林業振興課） １億８，４００万円

優良木造住宅建設促進事業費（土木部　建築住宅課） １億１，０７０万円

利子補給を行うことにより、地域材の需要拡大と良質な木造住宅建設を促進する。

模範林造成事業費（農林水産部　森林整備課） ２，１３５万円

森林ボランティア促進対策事業費（農林水産部　森林整備課） ６５５万円

県民参加による森林づくりの推進を目的とした森林ボランティア活動支援体制を整備する。

木材利用推進緊急対策事業費（農林水産部　林業振興課） ５００万円

間伐材等の木材の利用拡大について、市町村等の関係機関とも連携し、推進策を実施する。

◎ 県産材需要促進緊急対策事業費（農林水産部　林業振興課） ３６７万円

災害等所有者の責に帰しえない原因で現況が著しく悪化した保安林の復旧や治山事業施行
地の森林、水源地域の機能が低位な保安林において、下刈、本数調整伐等を行う。

県内製紙産業と連携して、製紙用原料としての間伐材利用を進めることを目的として、間伐材
搬出促進の支援を行う。

地域材の新たな需要拡大を図るため、市町村等が行う公共施設の木造化、小中学校等の教
育施設の机・椅子等の木質化を促進する。

学校に複合して木造として整備される内子町文化創造センター（図書情報館）整備事業へ助
成する。

子どもたちの体験活動や県民の健康づくりなどの利活用及び野生生物の保護に資する共生
林を確保・提供するため、整備を行う。

品質や価格面等の信頼性や安定性を確保するため、県産材製品の供給体制を整備し、構造
改革を進めるとともに、県内需要の拡大を図るため、住宅産業との連携を密にして、市町村や
県民に対して、木造建築等の積極的な普及ＰＲ活動を行う。
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